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 今、日本の幼児教育には
　何が求められているか

今、日本の幼児教育に必要だと私が考え
ていることは、大きく３点ある。１つ目は、
「21世紀の社会のあり方を見据えながら、
すべての子どもたちが乳幼児期、子ども時
代、そしてその後の人生において、幸せな
生活が送れるように育てていく」というこ
と。21世紀は「知識基盤社会」といわれてお
り、この点が鍵になるのではないかと考え
ている。
２つ目は、「格差なく、落差なく、段差

なく」ということ。「格差」とは、家庭経済
格差、地域格差、園間格差のことである。
「落差なく」とは、特別な支援の必要な子ど
もをはじめ、多様なニーズをもつ子どもに
対応する必要があるということである。加
えて、体力低下や直接体験の減少が指摘さ

れる中、子どもの育ちに必要ないずれの領
域も落とすことなく、バランス良く、すべ
ての子どものニーズに応じた経験を保証す
ることが大切である。また「段差なく」とは、
子どもの成長とともに、家庭から園へ、園
から学校へ、そして地域へと円滑に移行で
きるようにということである。
３つ目は、「幼児教育の質向上サイクル

の過程を保証する」こと。幼児教育の質の
確保については行政でも議論されている
が、各園が質の向上サイクルの過程を保証
して、より良く変わっていく仕組みをつく
ることが大切だと、私は考えている。

 日本の幼児教育の課題は
　質保証のエビデンスと財源

日本の幼児教育は質が高い半面、課題も
あると、私は考えている。
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例えば、幼児教育の質が本当に子どもの
幸せな人生を保証するかということについ
て、東アジアやアメリカ、ヨーロッパの国々
がエビデンスを既に出しているのに対して、
日本はエビデンスが出せていないという課
題がある。幼稚園では自己評価が義務づけ
られ、保育所でも第三者評価がなされてい
るが、それが質を向上させるサイクルに貢
献し、質を保証しているかどうかという点
に関しての事実やエビデンスがないのであ
る。
格差は増大しているのに、財源が不足し

ているという課題もある。多様なニーズに
応じた保育もまだ十分だとは言えないだろ
う。さらに、段差解消に向けて保幼小連携
の取り組みは始まっているものの、人口規
模の小さい自治体ほど予算が不十分で、地
域格差も生まれている。
今回は、財源と質保証のエビデンス

という２つの点に関して、海外の現状
を紹介しながら、我々がこれから課題
解決に向けて取り組むべきことを考え
ていきたい。

 乳幼児教育への
　公的投資が少ない

OECD（経済協力開発機構）は、教
育のイノベーション分野として、幼児
教育と高等教育を挙げている。図❶は、
OECDによる「５歳児での保育への公
費投入のあり方」についての国際比較
のグラフだが、日本は下から２番目と、
非常に公費が少ないことがわかる。ま
た、日本の相対的貧困率は、働く一人
親世帯で60％程度と、OECDの中で最
も高く、子どもの貧困の発生や、貧困
が世代を超えて受け継がれるリスクが
指摘されている。

図❷は、子どもの貧困率が低い国の財源
配分を示したもので、乳幼児に対する財源
が手厚いことがわかる。日本は、義務教育
段階の国庫負担は高いのに対し、乳幼児の
部分が非常に低い（図❸参照）。今後、少子高
齢化社会が進む中で、予算がさらに削減さ
れる危険性もある。
このような状況の中で重要なのは、幼児

教育の重要性を、関係者のみではなく、広
く社会一般に理解してもらうように働きか
けることだ。そのためには、まず、幼児教
育の質を上げたり、十分な予算を配分した
りすることが必要である。そして、子ども
のその後の成長にかかわるというエビデン
スを収集しなければならないだろう。
また、財源が少ないのであれば、効率的

に幼児期の教育を行えるような制度体制に
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図❶ ５歳児での保育への公費投入のあり方

図❷ 子どもの貧困率が低い国の財源配分
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転換していくことも重要となる。その効率
的制度運営として考えられるのが、幼保一
体化だ。
海外では幼保一体化が進んでいる。東ア

ジアでは、例えば台湾は、カリキュラム、
資格、所管行政が一元化され、シンガポー
ルでもカリキュラム、制度、所管行政の一
元化が実現した。韓国では、所管行政は一
元化されていないが、満５歳の子どもに対
する共通カリキュラムを導入し、３～４歳
児についても同様の共通カリキュラムが導
入され、所得制限はあるが、無償化も実現
している。欧州では二元化が残っている国
もあるが、その場合は基本的に、乳児と幼
児で二元化されているのが特徴である。
日本では、幼保連携型の認定こども園保

育要領（仮称）策定に関する議論が先日始ま

り、厚生労働省と文部科学省が一緒にカリ
キュラムを作成するという試みが動き始め
た。資格に関しては、幼保連携型認定こど
も園では、「保育教諭」という新しい職名が
誕生してはいる。だが、今のところは保育
士と幼稚園教諭の両方の資格が必要になる
という課題が残っている。財源、施設、行
政制度などの点でもまだまだ課題はあり、
給付や課程は一体になっても乳幼児をめぐ
る施設制度の一元化実現への道のりははる
かに遠いという印象を私は抱いている。

 幼児教育の質を評価するための
　指標をつくることが重要

幼児教育の質の保証について、国家レベ
ルとして何をすべきかを、グローバルな動

きを見ながら考えてみよう。
OECDは2012年 に 出 し た 報 告 書

「Starting　StrongⅢ：幼児教育・保育
のための質の高い方策」で、早期に力
強い一歩を踏み出すことが重要だと述
べており、子どもの学習と発達の向上
には品質基準が不可欠だと指摘してい
る。
そこでは、「１：目標と規制の設定」

「２：カリキュラム・基準のデザインと
実行」「３：保育者の資格研修、職場環
境」「４：家族とコミュニティの関与」
「５：データ収集と研究、モニタリン
グの推進」の５つの政策手段が紹介さ
れている。̶̶ 図❹参照
中でも、「５：データ収集と研究、モ

ニタリングの推進」に関しては、各国
ともにまだ「弱い」という認識が強く、
OECDの「ECEC（Early Childhood 
Education and Care）ネットワーク」
と呼ばれる先進諸国のネットワークで
は、今後この点を強化し、国際的に幼
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図❸ では日本の現状は？　財源配分

図❹ ECECにおける質を５つの政策レバーから考える



児教育の質を評価できるような指標を
つくろうとする動きが始まっている。
̶̶ 図❺参照

指標には、「どのような保育政策を
実施するか」「何人の保育グループなの
か」「学級定数はいくつなのか」といっ
たインプット指標と、こうしたインプ
ット指標によって、子どもの育ちや保
護者の満足度はどう変化したのかとい
うことを測る「アウトプット指標」が
あり、この２つの指標の関連を分析し、
活用していくことが幼児教育の質を上
げることにつながるとしている。
このような質を保証するための指標につ

いては、EUやIEA（国際教育到達度評価学
会）、ユネスコなどで試作されているほか、
イギリスのネットワークでは欧州各国を横
断した研究、カナダやオランダ、ノルウェー、
デンマークなどでは国家規模での研究が行
われている。

 各国の評価指標について
　具体例を紹介

具体的にどのような指標づくりが行われ
ているのかを見ていきたい。

■Eurydice Network（EU）

欧州36か国が加盟し、ヨーロッパの教育
政策やシステムなどについて情報提供や議
論を行うための組織、Eurydice Network
では、幼児教育の分野において、産休や育
休の長さ、財政支援、就園率、クラスのサ
イズ、保育者に対する子どもの比率、カリ
キュラムなどのデータベースを作成してい
る。各国が教育政策を改定したり、教育改
革をしたりする時に役立てるために、2014
年に比較データが出せるように進められて
いる。

■オーストラリア

オーストラリアでは、さまざまな地域
コミュニティの幼児が、どのように発達
しているかの相対的な動向を明らかにす
るための指標、AEDI（Australian Early 
Developmental Index）がある。感情・情動
の発達、言語、運動・身体能力の発達、社
会的対人能力、コミュニケーション能力と
いう５つの領域で発達成果を報告するもの
で、オーストラリア政府は総額５～６億円
を投じ、３年ごとにデータを収集している。
データ収集方法は、ウェブデータ入力シス
テム上のチェックリストについて、教師の
知識とクラスでの観察に基づき、１人ひと
りの子どものデータを入力していく形であ
る。
これまで26万人（全体の97.5％）のデータ
が収集され、オーストラリアの子どもの大
半はAEDIのどの分野においても健全に発
達していることがわかった。ただし、１つ、
あるいはいくつかの分野においては23.6％
の子どもは発達的に弱い点が見いだされた。
また、発達的な遅れは経済社会的地位の低
さに基づくものではないことなども明らか
になった。
こうした情報は、園だけではなく、地方
自治体、政府組織、都市計画、健康福祉サ
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図❺ データに基づくモニタリング
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ービスなど、多方面の組織から提供されて
いる。そして、そのデータを子ども同士の
比較に使うのではなく、１人の子どもが生
涯幸せに過ごすためには、どのような政策
を立てるべきかを、州レベルやコミュニテ
ィレベルで検討しているのである。

■ノルウェー

ノルウェーには、乳児を含めた「幼稚園」
があり、学校教育機関と位置づけられてい
る。国として「全ての幼稚園が公平で質の
高い保育を保証する」「子どもたちが学びと
育つ場としての幼稚園の強化」「全ての子ど
もが幼稚園に参加する」という目標を設定
している。これまで、園の総数や就園率、
労働供給と労働条件、法令・規制のコンプ
ライアンス（遵守）、ECEC施設の質につい
ては定期的にモニタリングしてきており、
保育者満足度調査や、カリキュラムの実施
具合は、都度行われてきた。また、自治体
においては監査制度、アンケート調査など
により、法令遵守や保護者支援、施設（環境）
の質がモニタリングされてきた。幼稚園で
は、年次計画及び教育活動の評価も行われ
ている。
現在、政策や保育者養成、現職研修にと

って必要な要素を考えるという目的で、全
国統一のモニタリング制度の準備を進めて
いるところである。

■デンマーク

デンマークでは、2007年度から教育内容
の質に関する情報を自治体が公表すること
が法制化された。モニタリングしているの
は、「人格発達」「社会的能力」「言語発達」
「身体と運動」「自然及び自然現象に関する
知識」「文化的価値と芸術（アート）表現」
の６領域。面接や観察、質問紙調査、イン
タビューなどによるデータが収集される。

また、言語発達についてはストーリーテリ
ングの手法も使われている。

 幼児教育の質についての
　データを日本でも
　収集すべきではないか

前節で見たように、海外のさまざまな国
で幼児教育の研究データを蓄積し、分析す
るようになっている。一方、日本にはまだ、
子どもの園での育ちに関する大規模な縦断
研究データがないのが現状である。
もちろん、国によって事情は異なるから、
日本も海外に倣って実施すべきだとは言え
ない。また、子ども１人ひとりの存在価値
はデータだけに落とし込めないことも、言
うまでもない。
ただ、最初に述べたように、日本の幼児
教育にも課題はあると、私は考えている。
全ての子どもに幸せな人生を保証できるよ
うに、幼児教育のあり方を改めて見直し、
幼児教育を通して子どものどのような力を
伸ばすか、そのために保育者は何をすべき
かなどを検討してもよいだろう。そして、
日本の幼児教育の質に関するデータを集め、
質を保証する方法を考えていくことも、グ
ローバル化の中で必要になるのではないだ
ろうか。


